
名古屋市配偶者からの暴力防止及び被害者支援基本計画（第３次）進捗状況

　【基本方向１　配偶者からの暴力の未然防止と被害の早期発見】

№ 主な事項 内　　容 方向性 平成30年度の事業内容 H30年度実績 平成31年度の事業内容 所管局

●男女平等参画推進センターに
おいて講座等を実施　10回、268
人

総務局

●なごや人権啓発センター展示
室において、常設パネルの設置、
タッチパネルパソコンによる啓発
を実施

市民経済局

●各区生涯学習センター、女性
会館で人権講座を開催

教育委員会

総務局

子ども青少年局

(1)

ＤＶに対する
理解の推進と
防止意識の
向上

①
市民への
意識啓発
の推進

3

家庭における
人権教育への
支援

家庭における人権教育を支援する
ため、各種パンフレットを作成・配布
します。

継続
家庭における人権教育を支援す
るため、各種パンフレットを作成・
配付します。

人権啓発冊子　1,000部配布
家庭における人権教育を支援す
るため、各種パンフレットを作成・
配付します。

教育委員会

目　　標 施策の方向性

(1)

ＤＶに対する
理解の推進と
防止意識の
向上

①
市民への
意識啓発
の推進

1

男女の人権を
尊重するため
の啓発事業

男女平等参画推進センターや女性
会館、各区生涯学習センター、なご
や人権啓発センターにおいて、男女
の人権が尊重され、男女共同参画
社会の実現のための教育・学習機
会の充実を進めます。

継続

●講座等を実施する
・男女平等参画推進センター（指
定管理）

●男女平等参画推進センターや
女性会館、各区生涯学習セン
ター、なごや人権啓発センターに
おいて、男女の人権が尊重され、
男女共同参画社会の実現のため
の教育・学習機会の充実を進める

●人権講座を開催する
・各区生涯学習センター

(1)

ＤＶに対する
理解の推進と
防止意識の
向上

①
市民への
意識啓発
の推進

2

ＤＶ根絶のた
めの意識啓発
事業

ＤＶ防止啓発カードの配布等によ
り、相談窓口の周知を図るととも
に、ＤＶ根絶に関する講座・セミ
ナー・パープルリボンキャンペーン
を実施します。
また、児童虐待対策と連携した広
報・啓発を行います。

拡充

●パープルリボンキャンペーン
2018

名古屋テレビ塔等ライトアップ

●児童虐待&DV防止（コラボ事
業）
・コラボツリーの設置（4か所）
・コラボバッチの市職員（課長以
上）への配布
・コラボポスターの掲示

●DV防止カードの配布

●講座等を実施する
・男女平等参画推進センター（指
定管理）

●男女平等参画推進センターや
女性会館、各区生涯学習セン
ター、なごや人権啓発センターに
おいて、男女の人権が尊重され、
男女共同参画社会の実現のため
の教育・学習機会の充実を進める

●人権講座を開催する
・各区生涯学習センター

●パープルリボンキャンペーン
2018

名古屋テレビ塔（11/24）、東山ス
カイタワー（11/9～11/12）

●児童虐待&DV防止（コラボ事
業）
・コラボツリーの設置（4か所）
・コラボバッチの市職員（課長以
上）への配布
・コラボポスターの掲示（主な掲示
場所：区役所、支所、保健セン
ター、図書館、高校、大学、医師
会等）

●DV防止カードの配布（主な配
布先：区役所、支所、生涯学習セ
ンター、保健センター 、図書館
等）

●パープルリボンキャンペーン
2019

東山スカイタワー等ライトアップ

●児童虐待&DV防止（コラボ事
業）
・コラボツリーの設置（4か所）
・コラボバッチの市職員（課長以
上）への配布
・コラボポスターの掲示

●DV防止カードの配布



名古屋市配偶者からの暴力防止及び被害者支援基本計画（第３次）進捗状況

　【基本方向１　配偶者からの暴力の未然防止と被害の早期発見】

№ 主な事項 内　　容 方向性 平成30年度の事業内容 H30年度実績 平成31年度の事業内容 所管局目　　標 施策の方向性

総務局

子ども青少年局

教育委員会

総務局

子ども青少年局

観光文化交流
局

総務局

子ども青少年局

健康福祉局

(1)

ＤＶに対する
理解の推進と
防止意識の
向上

③

外国籍・障
害に配慮
した広報・
啓発

5
外国籍の被害
者への配慮

デートＤＶ防止
等のための意
識啓発事業

(1)

ＤＶに対する
理解の推進と
防止意識の
向上

③

外国籍・障
害に配慮
した広報・
啓発

6
障害のある被
害者への配慮

被害者の国籍に関わらず早期に相
談機関に繋がり適切な支援が受け
られるよう、多言語版リーフレットを
配布するなど広報・啓発に努めま
す。
名古屋市に住む外国籍の方の日常
生活に役立つ情報を掲載した名古
屋市公式ウェブサイト（外国語版）に
より、引き続き相談窓口の周知を図
ります。

(1)

ＤＶに対する
理解の推進と
防止意識の
向上

②

「デートＤ
Ｖ」防止教
育等の推
進

4

●男女平等ハンドブックを作成・
配布
（市内中学校1年生約22,000部、
市内小学校2年生約23,000部）

●デートＤＶ防止啓発リーフレット
を作成・新入生とその保護者全員
に配布（市立高校約14,000部）

●デートDV防止啓発カードを配
布（主な配布先：区役所、支所、
生涯学習センター、図書館、市内
高校、市内大学等）

●男女平等参画推進センターで
講座等を実施
4回69人

●デートDV出張講座　15回 4,065
人

●中学生向け男女平等ハンドブッ
クを作成・配布する

●小学生向け男女平等ハンドブッ
クを作成・配布する

●デートＤＶ防止啓発リーフレット
を作成・配布する
・出張講座「デートＤＶ」
・出前講座「デートＤＶ」

●大学・高校等において、デートＤ
Ｖ防止に関する講座・セミナー等
による防止教育を進める

●デートＤＶ防止啓発カードを広く
配布するとともに、男女平等意識
や人権意識の向上が図れるよう、
幼児期から若年層までの成長発
達段階に応じた男女平等ハンド
ブック等を学校等において配布・
活用する

点字版リーフレットを配布点字版リーフレットを配布する

継続

●多言語版リーフレットを配布す
る

●名古屋市公式ウェブサイト（外
国語版）により、引き続き相談窓
口の周知を図る

●中学生向け男女平等ハンドブッ
クを作成・配布する

●小学生向け男女平等ハンドブッ
クを作成・配布する

●デートＤＶ防止啓発リーフレット
を作成・配布する
・出張講座「デートＤＶ」
・出前講座「デートＤＶ」

●大学・高校等において、デートＤ
Ｖ防止に関する講座・セミナー等
による防止教育を進める

●デートＤＶ防止啓発カードを広く
配布するとともに、男女平等意識
や人権意識の向上が図れるよう、
幼児期から若年層までの成長発
達段階に応じた男女平等ハンド
ブック等を学校等において配布・
活用する

点字版リーフレットを配布する

●多言語版リーフレットを配布す
る

●名古屋市公式ウェブサイト（外
国語版）上に家庭内暴力があっ
た場合の相談先を記載し、相談
窓口の周知を行った。
・周知を行った英語・中国語・ハン
グル・ポルトガル語・スペイン語・
フィリピノ語の言語別のトップペー
ジのアクセス数161,580件

●多言語版リーフレットを配布す
る

●名古屋市公式ウェブサイト（外
国語版）により、引き続き相談窓
口の周知を図る

ＤＶ防止等に関する点字版リーフ
レットを作成するなど、障害のある
被害者に配慮した広報・啓発を行い
ます。

継続

大学・高校等において、デートＤＶ防
止に関する講座・セミナー等による
防止教育を進めます。
また、デートＤＶ防止啓発カードを広
く配布するとともに、男女平等意識
や人権意識の向上が図れるよう、
幼児期から若年層までの成長発達
段階に応じた男女平等ハンドブック
等を学校等において配布・活用しま
す。

拡充



名古屋市配偶者からの暴力防止及び被害者支援基本計画（第３次）進捗状況

　【基本方向１　配偶者からの暴力の未然防止と被害の早期発見】

№ 主な事項 内　　容 方向性 平成30年度の事業内容 H30年度実績 平成31年度の事業内容 所管局目　　標 施策の方向性

(1)

ＤＶに対する
理解の推進と
防止意識の
向上

④

相談を通じ
た啓発及
び施策化
の推進

7
女性のための
総合相談

男女平等参画推進センターにおい
て、女性のための総合相談を実施
し、女性が直面する問題の解決に
取組むとともに課題の把握に努め
ます。

継続 女性のための総合相談 相談件数　3,814件（DV　912件） 女性のための総合相談 総務局

(1)

ＤＶに対する
理解の推進と
防止意識の
向上

④

相談を通じ
た啓発及
び施策化
の推進

8
男性のための
相談事業

家族や仕事、人間関係等について
悩みや生きづらさを解消するため、
相談や支援を実施するとともに、男
性の抱える課題の把握に努めま
す。

拡充 男性相談 相談件数　174件（DV　28件） 男性相談 総務局

(1)

ＤＶに対する
理解の推進と
防止意識の
向上

④

相談を通じ
た啓発及
び施策化
の推進

9
ホットライン事
業

男女共同参画週間に関係機関と連
携協力し、ホットライン事業を実施
し、総合的な問題解決を目指しま
す。今後もホットライン事業を継続
し、相談機会の提供に努めます。

継続 女性の権利110番
●女性の権利110番（6月29日）
・相談件数33件

女性の権利１１０番 総務局

(1)

ＤＶに対する
理解の推進と
防止意識の
向上

⑤
職員に向
けたＤＶ理
解の推進

10 職員への研修

市職員（新規採用者、新任係長、新
任課長等）に対し、男女平等参画研
修のなかで、ＤＶに対する理解をさ
らに深めるように努めます。

継続
男女平等参画をテーマとした職員
研修を実施する

●男女平等参画をテーマとした職
員研修を実施
・新規採用者研修（ふりかえり研
修）　482人
・新任係長研修　265人
・新任課長研修（ｅ-ラーニング）
151人
・人権指導者養成研修　48人

男女平等参画をテーマとした職員
研修を実施する

総務局

総務局

教育委員会

人権教育に関する研修を教職員の
経験年数や職務に応じて初任者か
ら校（園）長まで計画的に実施する
とともに、研修内容を各校（園）の全
職員に広める取組みを行います。

継続

●男女平等参画をテーマとした職
員研修を実施する

●人権教育に関する研修を教職
員の経験年数や職務に応じて初
任者から校（園）長まで計画的に
実施するとともに、研修内容を各
校（園）の全職員に広める取組み
を行う

(1)

ＤＶに対する
理解の推進と
防止意識の
向上

⑤
職員に向
けたＤＶ理
解の推進

11
教職員への研
修

●男女平等参画をテーマとした職
員研修を実施する

●人権教育に関する研修を教職
員の経験年数や職務に応じて初
任者から校（園）長まで計画的に
実施するとともに、研修内容を各
校（園）の全職員に広める取組み
を行う

●男女平等参画をテーマとした職
員研修を実施
・人権問題研修推進者研修　20
人
・新任校（園）長研修　67人

●男女平等参画をテーマとした職
員研修を実施
・新任校（園）長研修　67人

●教諭向け研修等の実施
・男女平等参画に関する講演2回
・新規採用教諭・養護教諭・栄養
教諭・学校事務員向け研修及び
経験年数5・10年目教諭向け研修
の実施　延べ7回



名古屋市配偶者からの暴力防止及び被害者支援基本計画（第３次）進捗状況

　【基本方向１　配偶者からの暴力の未然防止と被害の早期発見】

№ 主な事項 内　　容 方向性 平成30年度の事業内容 H30年度実績 平成31年度の事業内容 所管局目　　標 施策の方向性

総務局

子ども青少年局

(2)
暴力被害の
早期発見

①
通報体制
の整備

13
医療関係者と
の連携

被害者を発見しやすい立場である
医療関係者向けのリーフレットを作
成し、医療機関等に配布するなど、
適切な通報が行われるよう、医療
機関との連携を行います。

継続 医療機関との連携を行う
医療関係者向けリーフレットの作
成及び医師会等へ配布

医療機関との連携を行う 子ども青少年局

消防関係者からの通報に対応す
る

通報事案に対応
消防関係者からの通報に対応す
る

子ども青少年局

救急搬送において、ＤＶ被害が疑
われるケースを発見した場合、配
偶者暴力相談支援センター等へ
通報し、連携して対応する

必要に応じて配偶者暴力支援セ
ンターまたは警察に通報

救急搬送において、ＤＶ被害が疑
われるケースを発見した場合、配
偶者暴力相談支援センター等へ
通報し、連携して対応する

消防局

総務局

子ども青少年局

健康福祉局

教育委員会

総務局

子ども青少年局

健康福祉局

総務局

子ども青少年局

(2)
暴力被害の
早期発見

①
通報体制
の整備

14
消防関係者と
の連携

救急搬送において、ＤＶ被害が疑わ
れるケースの通報について、配偶
者暴力相談支援センター等と連携
して対応します。

(1)

ＤＶに対する
理解の推進と
防止意識の
向上

⑥

配偶者暴
力に関す
る調査研
究

12 調査研究

(2)
暴力被害の
早期発見

②

早期発見
のための
関係者へ
の周知

17
人権擁護機関
との連携

●名古屋市ドメスティック・バイオ
レンス対策関係機関連絡会議を
開催する

●暴力被害の早期発見・早期対
応のために、「名古屋市ドメス
ティック・バイオレンス対策関係機
関連絡会議」等を活用して、学校・
幼稚園・保育所等、民生委員・児
童委員、人権擁護委員等との連
携を行う

(2)
暴力被害の
早期発見

②

早期発見
のための
関係者へ
の周知

16
保健・福祉関
係者との連携

いきいき支援センター、障害者基幹
相談支援センター、ホームヘルパー
や保健師等は、居宅訪問などの機
会を通じて被害者を発見しやすい
立場にあります。被害の発見と早期
対応のために、「名古屋市ドメス
ティック・バイオレンス対策関係機関
連絡会議」等を活用して、保健・福
祉関係者との連携を行います。

継続
名古屋市ドメスティック・バイオレ
ンス対策関係機関連絡会議を開
催する

(2)
暴力被害の
早期発見

②

早期発見
のための
関係者へ
の周知

15
地域の関係機
関等との連携

暴力被害の早期発見・早期対応の
ために、「名古屋市ドメスティック・バ
イオレンス対策関係機関連絡会議」
等を活用して、学校・幼稚園・保育
所等、民生委員・児童委員、人権擁
護委員等との連携を行います。

継続

継続

男女平等参画基礎調査等におい
て、ＤＶやデートＤＶに関する実態把
握に努めます。

継続 実施方法を検討・情報収集する 実施方法を検討・情報収集 実施方法を検討・情報収集する

●名古屋市ドメスティック・バイオ
レンス対策関係機関連絡会議を
開催する

●暴力被害の早期発見・早期対
応のために、「名古屋市ドメス
ティック・バイオレンス対策関係機
関連絡会議」等を活用して、学校・
幼稚園・保育所等、民生委員・児
童委員、人権擁護委員等との連
携を行う

●名古屋市ドメスティック・バイオ
レンス対策関係機関連絡会議を
実施（9月12日）

●学校との連携
・高等学校においてＨＲや総合的
な学習の時間の中で、専門家を
講師として招聘してデートＤＶを
テーマに講演会を実施。

名古屋市ドメスティック・バイオレ
ンス対策関係機関連絡会議を実
施（9月12日）

名古屋市ドメスティック・バイオレ
ンス対策関係機関連絡会議を開
催する

法務省の人権擁護機関は、ＤＶ事
案を認知した場合は人権侵犯事件
として調査を行い、被害者の保護、
救済に努めることとされていること
から、連携を行います。

継続 事案に応じ、連携して対応する 実施 事案に応じ、連携して対応する



名古屋市配偶者からの暴力防止及び被害者支援基本計画（第３次）進捗状況

　【基本方向２　切れ目のない相談・支援の充実】

№ 主な事項 内　　容 方向性 平成30年度の事業内容 H30年度実績 平成31年度の事業内容 所管局

(3)

相談及び
保護体制
の充実

①

配偶者暴力
相談支援セ
ンターの機
能強化

18 研修の体系化

関係職員に対し、担当者、係長級、
管理職などの階層別研修や新任職
員、中堅職員などの段階別研修を
構築し、研修の体系化を図ります。
また、法律問題や事例検討、ロール
プレイなど、より専門的な研修の充
実を図ります。

拡充

●関係職員に対し、担当者、係
長級、管理職等の階層別及び新
任職員、経験年数に応じた段階
別に研修を体系的に実施する

●研修内容及び質の拡充を行う

●関係職員に対し、担当者、係長
級、管理職等の階層別及び新任職
員、経験年数に応じた段階別に研修
を体系的に実施

●民間団体に委託して、事例検討
会を実施

●関係職員に対し、担当者、係長
級、管理職等の階層別及び新任
職員、経験年数に応じた段階別に
研修を体系的に実施する。

●研修内容及び質の拡充を行う。

子ども青少年局

(3)

相談及び
保護体制
の充実

①

配偶者暴力
相談支援セ
ンターの機
能強化

19
コンサルテーショ
ン機能の充実

社会福祉事務所等が、支援困難事
例に対して、適切かつ迅速に対応
することができるよう、外部のスー
パーバイザーの導入など、配偶者
暴力相談支援センターのコンサル
ティング機能の充実を図ります。

拡充
外部スーパーバイザーによる
スーパービジョンを実施する

外部スーパーバイザーによるスー
パービジョンの実施
定例1回、随時2回

外部スーパーバイザーによるスー
パービジョンを実施する

子ども青少年局

(3)

相談及び
保護体制
の充実

①

配偶者暴力
相談支援セ
ンターの機
能強化

20

配偶者暴力相談
支援センター業
務

被害者からの相談業務・裁判所へ
の保護命令申立て支援・事案に応
じた関係機関の総合調整をはじめ、
支援者の育成や困難事例・緊急事
案等へのコンサルティングを行いま
す。

継続

●被害者からの相談業務
●裁判所への保護命令申立て支
援
●関係機関の総合調整
●支援者の育成
●困難事例・緊急事案等へのコ
ンサルティング

●被害者からの相談業務
●裁判所への保護命令申立て支援
●関係機関の総合調整
●支援者の育成
●困難事例・緊急事案等へのコンサ
ルティング

●被害者からの相談業務
●裁判所への保護命令申立て支
援
●関係機関の総合調整
●支援者の育成
●困難事例・緊急事案等へのコン
サルティング

子ども青少年局

(3)

相談及び
保護体制
の充実

①

配偶者暴力
相談支援セ
ンターの機
能強化

21
ＤＶ被害者ホット
ライン事業

土日祝日の電話による相談を行い
ます。

継続
ＤＶ被害者ホットライン事業による
土日祝日の電話相談の実施する

ＤＶ被害者ホットライン事業を実施
312件（ＤＶ250件）

ＤＶ被害者ホットライン事業による
土日祝日の電話相談の実施する

子ども青少年局

(3)

相談及び
保護体制
の充実

①

配偶者暴力
相談支援セ
ンターの機
能強化

22

関係機関連携カ
ンファレンスの実
施

必要に応じ、関係機関が集まり、個
別のケースについて支援の検討を
行います。

継続
事案に応じ、関係機関連携カン
ファレンスを実施する

事案に応じた関係機関連携カンファ
レンスを実施

事案に応じ、関係機関連携カン
ファレンスを実施する

子ども青少年局

(3)

相談及び
保護体制
の充実

①

配偶者暴力
相談支援セ
ンターの機
能強化

23
児童虐待対応と
の連携

被害者の安全に配慮しつつ、児童
相談所や社会福祉事務所等と情報
の共有を図り、一層の連携強化に
努めます。

拡充

●児童虐待対応との連携強化の
検討・調整を行う

●児童虐待担当者との合同研修
を実施する

●ＤＶ／児童虐待相談窓口カー
ドの作成及び児童相談所、医師
会等へ配布する

●児童虐待対応との連携強化に向
けた検討

●児童虐待担当者との合同研修の
実施

●ＤＶ／児童虐待相談窓口カードの
作成及び児童相談所、医師会等へ
の配布

●児童虐待対応との連携強化の
検討・調整を行う

●児童虐待担当者との合同研修
を実施する

●ＤＶ／児童虐待相談窓口カード
の作成及び児童相談所、医師会
等へ配布する

子ども青少年局

目　　標 施策の方向性



名古屋市配偶者からの暴力防止及び被害者支援基本計画（第３次）進捗状況

　【基本方向２　切れ目のない相談・支援の充実】

№ 主な事項 内　　容 方向性 平成30年度の事業内容 H30年度実績 平成31年度の事業内容 所管局目　　標 施策の方向性

(3)

相談及び
保護体制
の充実

②
相談支援体
制の充実

24 支援体制の充実

研修の体系化や内容の充実を図る
ことにより、支援者の育成・組織対
応力の強化を行うとともに、相談件
数の状況を踏まえ、相談支援体制
強化について検討します。

拡充
相談支援体制強化に向けた検討
を行う

相談支援体制強化に向けた検討
（人員要求等）

相談支援体制強化に向けた検討
を行う

子ども青少年局

(3)

相談及び
保護体制
の充実

②
相談支援体
制の充実

25
専門家（弁護士）
との連携

愛知県弁護士会と連携し、ＤＶ相談
の支援者等が、弁護士から法的な
問題について助言を受ける「ＤＶ相
談等法律問題援助事業」を実施し、
より適切な支援を行います。

継続

●ＤＶ相談等法律問題援助事業
女性福祉相談員等が弁護士から
法的な助言を受ける
・随時相談
・定例相談

●ＤＶ相談等法律問題援助事業の
実施
・随時相談154回
・定例相談5回

●ＤＶ相談等法律問題援助事業
女性福祉相談員等が弁護士から
法的な助言を受ける
・随時相談
・定例相談

子ども青少年局

(3)

相談及び
保護体制
の充実

②
相談支援体
制の充実

26

被害者等の安
心・安全に配慮し
た相談・支援

被害者が諸手続きのために複数の
窓口に出向いて、繰り返しＤＶ被害
について説明することは、加害者と
遭遇する危険性が高まる上、心理
的にも大きな負担になることから、
諸手続きを行うに際し、一定の場所
に関係部署の担当者が出向くなど
の配慮（ワンストップサービス）をし
て支援を行います。

継続

●諸手続きを行う際、一定の場
所に関係部署の担当者が出向く
などの配慮をした支援を行う

●区・支所の税務窓口の職員
は、必要に応じて関係部署の窓
口に出向いて税務行政上の保護
措置の受付事務を行う等、関係
部署の担当者と連携し、柔軟に
対応する

●出張相談の実施

●関係部署との連携

●諸手続きを行う際、一定の場所
に関係部署の担当者が出向くなど
の配慮をした支援を行う

●区・支所の税務窓口の職員は、
必要に応じて関係部署の窓口に
出向いて税務行政上の保護措置
の受付事務を行う等、関係部署の
担当者と連携し、柔軟に対応する

関係局

(3)

相談及び
保護体制
の充実

③
被害者等の
安全確保

27
一時保護所での
保護

被害者等の安全確保のため、一時
保護が必要な場合に、愛知県女性
相談センターや愛知県警察と連携
し、安全かつ迅速に一時保護を行
います。

継続 一時保護所での保護を実施する 一時保護所での保護を実施 一時保護所での保護を実施する。 子ども青少年局

(3)

相談及び
保護体制
の充実

③
被害者等の
安全確保

28 緊急宿泊事業

緊急時における安全確保のため
に、必要やむを得ない場合「一時保
護」に先行して、緊急に保護を必要
とする被害者等を対象に宿泊場所
の提供を行います。

継続

●緊急宿泊事業
・必要やむを得ない場合に「一時
保護」に先行して、宿泊場所の提
供を実施

●緊急宿泊事業の実施
2世帯2泊

●緊急宿泊事業
・必要やむを得ない場合に「一時
保護」に先行して、宿泊場所の提
供を実施

子ども青少年局

(3)

相談及び
保護体制
の充実

③
被害者等の
安全確保

29
民間シェルターへ
の支援

ＤＶ被害者等のためのシェルターを
運営する民間団体に家賃補助を行
い、緊急に保護を必要とする被害者
等の安全な場の確保に努めます。

継続

●民間シェルターに対する補助
2か所
・原則として1年以上の活動実績
を有する民間シェルターに対し
て、1年間の家賃の総額に0.5を
乗じた額を、50万円を限度として
補助

●民間シェルターに対する補助
2か所

●民間シェルターに対する補助
2か所
・原則として1年以上の活動実績を
有する民間シェルターに対して、1
年間の家賃の総額に0.5を乗じた
額を、50万円を限度として補助
・受け入れに係る経費の補助
・支援計画の作成に係る経費の補
助
・自立支援事業の実施に係る経費
の補助
・定着支援事業の実施に係る経費
の補助

子ども青少年局



名古屋市配偶者からの暴力防止及び被害者支援基本計画（第３次）進捗状況

　【基本方向２　切れ目のない相談・支援の充実】

№ 主な事項 内　　容 方向性 平成30年度の事業内容 H30年度実績 平成31年度の事業内容 所管局目　　標 施策の方向性

(3)

相談及び
保護体制
の充実

③
被害者等の
安全確保

30
施設における緊
急保護

必要に応じて、保護が可能な施設
において被害者等の緊急保護を行
います。

継続
保護が可能な施設において被害
者等の緊急保護を行う

保護が可能な施設において被害者
等の緊急保護を実施

保護が可能な施設において被害
者等の緊急保護を行う

子ども青少年局

総務局

子ども青少年局

はじめ関係局

子ども青少年局

市民経済局

財政局

健康福祉局

はじめ関係局

(4)

被害者の
自立支援
の充実

①
自立に向け
た支援

33

ひとり親家庭等に
対する自立に向
けた相談

施策の窓口である区役所・支所に
おいて総合的な相談を行います。

継続

配置済みの8区に加え、新たにひ
とり親家庭応援専門員を千種
区、中区、瑞穂区、緑区に配置
し、母子・父子自立支援員と連携
して家庭訪問を行うなど、相談体
制を強化する

相談件数　27,120件

配置済みの12区に加え、新たにひ
とり親家庭応援専門員を東区、西
区、昭和区、熱田区に配置し、母
子・父子自立支援員と連携して家
庭訪問を行うなど、相談体制を強
化する

子ども青少年局

(3)

相談及び
保護体制
の充実

④
安心と安全
に配慮した
支援

31
被害者等にかか
る情報管理

被害者支援に関わる関係局、関係
機関において、被害者等の個人情
報保護及び情報の適切な管理を行
います。

継続

●被害者等の個人情報保護及
び情報の適切な管理を行う

●「ドメスティック・バイオレンス及
びストーカー行為等の被害者に
対する保護措置の実施要綱」に
基づき、被害者等の税務情報を
適切に管理する

被害者等の情報
保護にかかる支
援

配偶者暴力相談支援センターを始
めとする被害者支援に関わる関係
部署において、住民基本台帳事務
や国民年金などにおける被害者情
報を保護するための支援策につい
て、事案に応じ、被害者等に対し、
情報提供を行います。

継続

●事案に応じ、被害者等に対し、
情報提供を実施する

●住民基本台帳事務における、
支援措置を実施する

●市税事務所・出張所、区役所・
支所の税務窓口において、被害
者を保護するために講ずる税務
行政上の保護措置を実施する

(3)

相談及び
保護体制
の充実

④
安心と安全
に配慮した
支援

32

●被害者等の個人情報保護及び情
報の適切な管理を実施

●被害者等の個人情報保護及び情
報の適切な管理を実施

●被害者等の個人情報保護及び
情報の適切な管理を実施

●被害者等の個人情報保護及び
情報の適切な管理を実施

●被害者等への情報提供を実施

●住民基本台帳事務における、支
援措置を実施

●市税事務所・出張所、区役所・支
所の税務窓口において、被害者を保
護するために講ずる税務行政上の
保護措置について、被害者に対し、
情報提供を実施した。

●事案に応じ、被害者等に対し、
情報提供を実施する

●住民基本台帳事務における、支
援措置を実施する

●市税事務所・出張所、区役所・
支所の税務窓口において、被害
者を保護するために講ずる税務行
政上の保護措置を実施する



名古屋市配偶者からの暴力防止及び被害者支援基本計画（第３次）進捗状況

　【基本方向２　切れ目のない相談・支援の充実】

№ 主な事項 内　　容 方向性 平成30年度の事業内容 H30年度実績 平成31年度の事業内容 所管局目　　標 施策の方向性

(4)

被害者の
自立支援
の充実

①
自立に向け
た支援

34
児童扶養手当等
の支給

収入を補完するための手当の支給
による支援をします。

継続

●平成30年4月分より1人目の支
給月額が増額（全部支給42,500
円、一部支給42,490円～10,030
円）

●平成30年4月分より2人目の加
算額が増額（全部支給10,040円、
一部支給10,030円～5,020円）

●平成30年4月分より3人目以降
の加算額が増額（全部支給6,020
円、一部支給6,010円～3,010円）

平成30年度末　受給者数16,511人

●平成31年4月分より1人目の支
給月額が増額（全部支給42,910
円、一部支給42,900円～10,120
円）

●平成31年4月分より2人目の加
算額が増額（全部支給10,140円、
一部支給10,130円～5,070円）

●平成31年4月分より3人目以降
の加算額が増額（全部支給6,080
円、一部支給6,070円～3,040円）

子ども青少年局

(4)

被害者の
自立支援
の充実

①
自立に向け
た支援

35
ひとり親家庭等医
療費助成

ひとり親家庭等にかかる医療費のう
ち、保険診療にかかる自己負担分
を助成します。

継続
引き続き、ひとり親家庭等の医療
費を助成する

対象者数：38,417人
引き続き、ひとり親家庭等の医療
費を助成する

子ども青少年局

(4)

被害者の
自立支援
の充実

①
自立に向け
た支援

36
母子父子寡婦福
祉資金の貸付

生活の安定と向上を目的として、生
活資金、技能習得資金、修学資金
などを原則無利子で貸し付けます。

継続

生活の安定と向上を目的として、
生活資金、技能習得資金、修学
資金などを原則無利子で貸し付
ける

●貸付実績
・母子 1,588件 952,213,828円
・父子 64件　39,443,949円
・寡婦 51件 31,378,300円

生活の安定と向上を目的として、
生活資金、技能習得資金、修学資
金などを原則無利子で貸し付ける

子ども青少年局

(4)

被害者の
自立支援
の充実

①
自立に向け
た支援

37
母子生活支援施
設における支援

被害者とその子どもを保護するとと
もに、自立の促進のためにその生
活を支援します。

継続
被害者とその子どもを保護すると
ともに、自立の促進のために生
活を支援する

母子生活支援施設において、被害
者とその子どもを保護するとともに、
自立の促進のために生活支援を実
施

被害者とその子どもを保護すると
ともに、自立の促進のために生活
を支援する

子ども青少年局

(4)

被害者の
自立支援
の充実

①
自立に向け
た支援

38
母子生活支援施
設の改築・整備

母子生活支援施設の老朽化にとも
なう改築・整備を行います。

拡充 にじが丘荘移転改築の設計 にじが丘荘移転改築の設計 にじが丘荘の移転改築工事 子ども青少年局

(4)

被害者の
自立支援
の充実

①
自立に向け
た支援

39
生活困窮者の自
立支援

複合的な課題を抱え生活に困窮し
ている方への相談窓口として、「仕
事・暮らし自立サポートセンター」を
設置し、個別的で継続的な相談支
援を行います。また、対象者を早期
に把握し適切な支援につなぐため
に、地域との連携を行います。
要保護状態にあるなど、生活保護
が必要な方は、担当部署に適切に
つなぎ、支援を行います。

継続

●複合的な課題を抱え生活に困
窮している方への相談窓口とし
て、「仕事・暮らし自立サポートセ
ンター」を市内3か所に設置し、個
別的で継続的な相談支援を行
う。また、対象者を早期に把握し
適切な支援につなぐために、地
域との連携を行う

●要保護状態にあるなど、生活
保護が必要な方は、担当部署に
適切につなぎ、支援を行う

●仕事・暮らし自立サポートセンター
・市内3か所で相談・支援を実施
・新規相談受付件数：3,101件

●複合的な課題を抱え生活に困
窮している方への相談窓口とし
て、「仕事・暮らし自立サポートセ
ンター」を市内3か所に設置し、個
別的で継続的な相談支援を行う。
また、対象者を早期に把握し適切
な支援が行われるよう、地域や関
係機関との連携強化を行う

●要保護状態にあるなど、生活保
護が必要な方は、担当部署に適
切につなぎ、支援を行う

健康福祉局



名古屋市配偶者からの暴力防止及び被害者支援基本計画（第３次）進捗状況

　【基本方向２　切れ目のない相談・支援の充実】

№ 主な事項 内　　容 方向性 平成30年度の事業内容 H30年度実績 平成31年度の事業内容 所管局目　　標 施策の方向性

子ども青少年局

住宅都市局

●中期滞在支援事業の実施
1世帯6日

子ども青少年局

●市営住宅の目的外使用許可によ
る一時使用
1件

住宅都市局

(4)

被害者の
自立支援
の充実

②
住まいの確
保のための
支援

42

愛知県あんしん
賃貸支援事業の
情報提供
（H29まで）

住宅確保要配慮
者に対する居住
支援の促進
（H30に名称変
更）

被害者等の世帯の入居を受け入れ
る住宅や不動産店、居住支援に関
する情報を提供します。

継続

ＤＶ被害者などの住宅確保要配
慮者の入居を拒まない民間住宅
の情報提供、入居円滑化などを
実施する

被害者等の世帯の入居を受け入れ
る住宅や不動産店、居住支援に関
する情報を提供した

ＤＶ被害者などの住宅確保要配慮
者の入居を受け入れる民間賃貸
住宅の情報提供、入居円滑化な
どを実施する

住宅都市局

(4)

被害者の
自立支援
の充実

③ 就業支援 43

男女平等参画推
進センターにおけ
る就業支援

男女平等参画推進センターにおい
て、就業支援に向けた講座などを
行います。

継続
●講座等を実施する
・男女平等参画推進センター（指
定管理）

実施
●講座等を実施する
・男女平等参画推進センター（指
定管理）

総務局

(4)

被害者の
自立支援
の充実

③ 就業支援 44

母子家庭等就業
支援センター名
古屋市相談室
（ジョイナス．ナゴ
ヤ）における就業
相談

一人ひとりの職歴、職業適性、家庭
の状況、職業の希望等に応じて、効
率的に職業能力の向上を図り安定
的就業につながるよう就業相談を
行います。また、相談を通して必要
に応じ、個々の状況にあわせた自
立支援プログラムを策定し、これに
基づき関係機関と連携するなどの
継続的な支援を行います。

継続

一人ひとりの職歴、職業適性、家
庭の状況、職業の希望等に応じ
て、効率的に職業能力の向上を
図り安定的就業につながるよう
就業相談を行う。また、相談を通
して必要に応じ、個々の状況にあ
わせた自立支援プログラムを策
定し、これに基づき関係機関と連
携するなどの継続的な支援を行
う。心理的な悩みを抱える方は臨
床心理士によるカウンセリングを
実施する

●就業相談（キャリアカウンセリン
グ）　289件

●自立支援プログラム策定　68件

●心理カウンセリング　136件

一人ひとりの職歴、職業適性、家
庭の状況、職業の希望等に応じ
て、効率的に職業能力の向上を図
り安定的就業につながるよう就業
相談を行う。また、相談を通して必
要に応じ、個々の状況にあわせた
自立支援プログラムを策定し、こ
れに基づき関係機関と連携するな
どの継続的な支援を行う。心理的
な悩みを抱える方は臨床心理士
によるカウンセリングを実施する。

子ども青少年局

被害者等の居住安定を図り、その
自立を支援するため、市営住宅へ
の入居に際して、一般募集とは別
に、ひとり親世帯向けや母子生活
支援施設の退所者向け等の募集を
行います。

継続

●福祉向市営住宅募集
(ひとり親家庭に対する市営住宅
のあっせんならびに事務取扱要
領)
・年間2回実施する

●母子生活支援施設退所者向け
市営住宅募集
(ひとり親家庭に対する市営住宅
のあっせんならびに事務取扱要
領)
・年間3回実施する

(4)

被害者の
自立支援
の充実

②
住まいの確
保のための
支援

41

市営住宅の目的
外使用による支
援

市営住宅の目的外使用許可によ
り、一時的に市営住宅を提供し、自
立のための生活支援を行います。

市営住宅への入
居による支援

(4)

被害者の
自立支援
の充実

②
住まいの確
保のための
支援

40

継続

●市営住宅の目的外使用許可に
よる一時使用：中期滞在支援事
業
・対象者に対して原則2か月無償
で市営住宅を提供するなど、自
立のための生活支援を実施する

●福祉向市営住宅募集
・ひとり親向割当戸数56戸
・契約者数36世帯（予定者を含む）

●母子生活支援施設退所者向け市
営住宅募集
・割当戸数24戸

●福祉向市営住宅募集
(ひとり親家庭に対する市営住宅
のあっせんならびに事務取扱要
領)
・年間2回実施する

●母子生活支援施設退所者向け
市営住宅募集
(ひとり親家庭に対する市営住宅
のあっせんならびに事務取扱要
領)
・年間3回実施する

●市営住宅の目的外使用許可に
よる一時使用：中期滞在支援事業
（ＤＶ被害者のための市営住宅目
的外使用に関する要綱）
（名古屋市中期滞在支援事業実
施要綱）
・対象者に対して原則2か月無償
で市営住宅を提供するなど、自立
のための生活支援を実施する



名古屋市配偶者からの暴力防止及び被害者支援基本計画（第３次）進捗状況

　【基本方向２　切れ目のない相談・支援の充実】

№ 主な事項 内　　容 方向性 平成30年度の事業内容 H30年度実績 平成31年度の事業内容 所管局目　　標 施策の方向性

(4)

被害者の
自立支援
の充実

③ 就業支援 45
自立支援給付金
事業

ひとり親家庭の自立を支援するた
め、就業に有利な資格取得のため
の支援として、自立支援教育訓練
給付金、高等職業訓練促進給付金
を支給します。

継続

高等職業訓練促進給付金につい
て、准看護師養成機関を修了後
引き続き看護師養成機関に修学
する場合にの支給期間を延長す
る。

●自立支援教育訓練給付金
61件　3,024,006円

●高等職業訓練促進給付金
106件74,601,000円

●高等職業訓練促進給付金につ
いて、修学期間の最後の12ヵ月に
ついて支給月額を4万円増額する
とともに、4年制での修学が必要な
場合には、支給期間を3年から4年
に延長する。

●自立支援教育訓練給付金につ
いて、雇用保険における専門実践
教育訓練給付及び特定一般教育
訓練給付の対象講座を追加する。
加えて、専門実践教育訓練給付
の対象講座を受講する場合の支
給上限を修学年数×20万円（上限
80万円）に引き上げる。

子ども青少年局

●ハローワーク
・就労支援コーナー、巡回相談
（児童扶養手当受給者）
　支援対象者 544人
　就職決定者数272人

子ども青少年局

●ハローワーク
・就労支援コーナー
　支援者数　3,192人
　就職者数　1,573人
・巡回相談
　支援者数　196人
　就職者数　113人

健康福祉局

(4)

被害者の
自立支援
の充実

③ 就業支援 47

なごやジョブ・サ
ポートセンターに
おける就業支援

職業紹介や就職準備セミナーなど
の就業支援を行います。

継続
職業紹介や就職準備セミナーな
どの就業支援を行う

●就業支援の実施
・相談件数3,627件
・就職決定者数546人
・セミナー等開催回数21回

職業紹介や就職準備セミナーなど
の就業支援を行う

市民経済局

(5)

被害者等
の心理的
ケアの充実

①
精神的な支
援

48

女性のための総
合相談における
カウンセリング事
業

男女平等参画推進センターの女性
のための総合相談において、必要
に応じ、臨床心理士等によるカウン
セリング事業を行います。

継続

●「女性のための総合相談」ここ
ろとからだの相談

●「女性のための総合相談」カウ
ンセリング事業

●「女性のための総合相談」
・こころとからだの相談を実施
・カウンセリング事業を実施

●「女性のための総合相談」心と
からだの相談

●「女性のための総合相談」カウ
ンセリング事業

総務局

(5)

被害者等
の心理的
ケアの充実

①
精神的な支
援

49

女性の自立のた
めのグループプ
ログラム

男女平等参画推進センターの女性
のための総合相談において、ＤＶの
理解、セルフケアなどについて理解
を深める講座等を行います。

継続

●女性のためのサポートグルー
プ事業

●ＤＶ理解と心のセルフケア講座

●女性のためのサポートグループ事
業を実施

●ＤＶ理解と心のセルフケア講座を
実施

●女性のためのサポートグループ
事業

●ＤＶ理解と心のセルフケア講座

総務局

ハローワークによる区役所就労支
援コーナー及び巡回相談を実施
し、一体的な就労支援を行う

(4)

被害者の
自立支援
の充実

③ 就業支援 46
一体的就労支援
事業

ハローワークによる区役所就労支
援コーナー及び巡回相談を実施し、
一体的な就労支援を行います。

継続
ハローワークによる区役所就労
支援コーナー及び巡回相談を実
施し、一体的な就労支援を行う



名古屋市配偶者からの暴力防止及び被害者支援基本計画（第３次）進捗状況

　【基本方向２　切れ目のない相談・支援の充実】

№ 主な事項 内　　容 方向性 平成30年度の事業内容 H30年度実績 平成31年度の事業内容 所管局目　　標 施策の方向性

(5)

被害者等
の心理的
ケアの充実

①
精神的な支
援

50
親子支援プログラ
ム事業

ＤＶのある環境から離れ、地域生活
を始めた被害者とその子どものここ
ろのケアと親子関係の回復のため
のプログラムを行います。

継続

●ＤＶ被害者とその子どものため
の「親子支援」プログラム事業
・ＤＶのある環境から離れ、地域
生活を始めた被害者とその子ど
ものこころのケアと親子関係の回
復のためのプログラムを実施

●親子支援プログラム事業を実施
23回延べ参加人数84人

●ＤＶ被害者とその子どものため
の「親子支援」プログラム事業
・ＤＶのある環境から離れ、地域生
活を始めた被害者とその子どもの
こころのケアと親子関係の回復の
ためのプログラムを実施

子ども青少年局

(5)

被害者等
の心理的
ケアの充実

①
精神的な支
援

51

ＤＶ被害者のため
のサポートグルー
プ事業

被害者同士が集まり、体験や感情
を共有し、情報を交換することによ
り、精神的な回復を図ります。

新規

●ＤＶ被害者のためのサポートグ
ループ事業
・同じ悩みを持つ人と体験や感情
の共有や情報交換をすることで、
精神的な回復や自立を目指す気
持ちをサポートする事業を実施

●サポートグループ事業を実施
20回延べ参加人数59人

●ＤＶ被害者のためのサポートグ
ループ事業
・同じ悩みを持つ人と体験や感情
の共有や情報交換をすることで、
精神的な回復や自立を目指す気
持ちをサポートする事業を実施

子ども青少年局

(5)

被害者等
の心理的
ケアの充実

①
精神的な支
援

52

支援者研修の体
系化によるスキ
ルアップ

被害者とその子どもの心理的ケア
を充実するため、親と子でのカウン
セリングなどの検討を行います。

新規
DV被害者とその子どものための
カウンセリング事業を実施する

DV被害者とその子どものためのカ
ウンセリング事業を実施
利用親子組数5組

DV被害者とその子どものための
カウンセリング事業を実施する。

子ども青少年局

(5)

被害者等
の心理的
ケアの充実

①
精神的な支
援

53

精神保健福祉セ
ンター等による支
援

精神保健福祉センターや保健セン
ターは、身近な相談機関として、こ
ころの健康に関する相談に応じ、医
療機関等と連携して精神的支援を
行います。

継続

こころの健康に関する相談に対
応する
（こころの健康相談日・こころの健
康電話相談等）

●こころの健康に関する相談を実施
・こころの健康相談日
465件（延べ）
・こころの健康電話相談
1,738件（延べ）

こころの健康に関する相談に対応
する
（こころの健康相談日・こころの健
康電話相談等）

健康福祉局

(5)

被害者等
の心理的
ケアの充実

②
被害者の孤
立防止のた
めの支援

54
見守り・同行支援
事業

一時保護所や母子生活支援施設を
退所した後など、地域で自立生活を
始めた被害者を継続して支援して
いくために、電話相談や家庭訪問、
裁判所等への付き添いなどを行い
ます。

継続

●ＤＶ被害者のための見守り・同
行支援事業
・一時保護所や母子生活支援施
設を退所した後など、地域で自立
生活を始めた被害者を継続して
支援していくために、電話相談や
家庭訪問、裁判所等への付き添
いなどを実施する

●ＤＶ被害者のための見守り・同行
支援事業を実施
3世帯20回

●ＤＶ被害者のための見守り・同
行支援事業
・一時保護所や母子生活支援施
設を退所した後など、地域で自立
生活を始めた被害者を継続して支
援していくために、電話相談や家
庭訪問、裁判所等への付き添いな
どを実施する

子ども青少年局

(6)

子どもへの
支援の充
実

①
子どものここ
ろのケア

55

児童相談所によ
る子どもへの心
理的ケア

児童相談所は、関係機関と連携し、
ＤＶのある家庭環境で育った子ども
への心理的ケアを行います。

継続
児童相談所において、関係機関
と連携し、子どもの心理的ケアを
実施する

児童相談所において、関係機関と連
携し、子どもの心理的ケアを実施

児童相談所において、関係機関と
連携し、子どもの心理的ケアを実
施する

子ども青少年局

(6)

子どもへの
支援の充
実

②
子どもへの
学校等の支
援

56
児童相談所等に
おける相談支援

児童相談所等において、養護（児童
虐待）・保健・非行・育成（不登校・し
つけ等）などの相談支援を実施しま
す。

継続
児童相談所等において、児童虐
待・養護・障害・非行・育成などに
関する相談支援を実施する。

児童相談所等において、児童虐待・
養護・障害・非行・育成などに関する
相談支援を実施

児童相談所等において、児童虐
待・養護・障害・非行・育成などに
関する相談支援を実施する。

子ども青少年局



名古屋市配偶者からの暴力防止及び被害者支援基本計画（第３次）進捗状況

　【基本方向２　切れ目のない相談・支援の充実】

№ 主な事項 内　　容 方向性 平成30年度の事業内容 H30年度実績 平成31年度の事業内容 所管局目　　標 施策の方向性

(6)

子どもへの
支援の充
実

②
子どもへの
学校等の支
援

57
児童相談所の体
制強化

被虐待児や虐待をした親への十分
なケアを実施するなど、本市の子ど
もの安全で健全な発達環境を保障
していくために、児童福祉司の増員
など児童相談所の体制を強化しま
す。

拡充

●東部児童相談所の開設

●児童福祉司・児童心理司の増
員
9人（総数120人→129人）

●東部児童相談所の開設

●児童福祉司・児童心理司の増員
9人（総数120人→129人）

●児童福祉司の増員2人
（児童福祉司・児童心理司の総数
129人→131人）

●医療連携支援コーディネーター
の配置

子ども青少年局

(6)

子どもへの
支援の充
実

②
子どもへの
学校等の支
援

58
第３児童相談所
（仮称）の設置

急増する児童虐待相談をはじめと
する児童相談に迅速・的確に対応
するために、第３児童相談所（仮
称）を設置します。

新規 東部児童相談所の開設 東部児童相談所の開設・運営 東部児童相談所の運営 子ども青少年局

(6)

子どもへの
支援の充
実

②
子どもへの
学校等の支
援

59

社会福祉事務所
における児童虐
待等への機能強
化

社会福祉事務所における子ども家
庭相談の体制を強化し、児童虐待
などへの対応を拡充します。

拡充

●社会福祉事務所支所に児童相
談所との兼務児童福祉司を増員
4人（総数16人→20人）　※児童
虐待対応支援員から変更して配
置

●児童虐待対応支援員の増員5
人（総数19人→24人）

●兼務児童福祉司の増員4人（総数
16人→20人）

●児童虐待対応支援員を各区・支
所に配置（19→24人）

●社会福祉事務所支所に児童相
談所との兼務児童福祉司を増員2
人（総数20人→22人）

●児童虐待対応支援員の増員4
人（総数22人→26人）

子ども青少年局

(6)

子どもへの
支援の充
実

②
子どもへの
学校等の支
援

60

児童虐待防止に
おける関係機関
の連携

児童虐待等の問題解決のため、全
市各区レベルの連絡調整（なごや
子どもサポート連絡協議会等）、情
報交換を実施するとともに、電算シ
ステムを活用して社会福祉事務所、
児童相談所、保健所等の情報共有
を迅速・的確に行います。

継続

●なごやこどもサポート連絡協議
会の開催

●なごやこどもサポート区連絡会
議の開催

●電算システムを活用した社会
福祉事務所・児童相談所・保健セ
ンター等の情報共有

●なごやこどもサポート連絡協議会
開催　2回

●なごやこどもサポート区連絡会議
開催　19回

●なごやこどもサポート連絡協議
会の開催

●なごやこどもサポート区連絡会
議の開催

●電算システムを活用した社会福
祉事務所・児童相談所・保健セン
ター等の情報共有

子ども青少年局

(6)

子どもへの
支援の充
実

②
子どもへの
学校等の支
援

61

名古屋市児童を
虐待から守る条
例の推進

「名古屋市児童を虐待から守る条
例」によって児童虐待防止推進月
間として定める５月、１１月を中心
に、児童虐待防止の講演会、オレン
ジリボンキャンペーンなどの広報・
啓発等を行います。

拡充

「名古屋市児童を虐待から守る
条例」によって児童虐待防止推
進月間として定める5月、11月を
中心に、児童虐待防止の講演
会、オレンジリボンキャンペーン
などの広報・啓発等を実施する

児童虐待防止の講演会、オレンジリ
ボンキャンペーンなどの広報・啓発
等を実施

「名古屋市児童を虐待から守る条
例」によって児童虐待防止推進月
間として定める5月、11月を中心
に、児童虐待防止の講演会、オレ
ンジリボンキャンペーンなどの広
報・啓発等を実施する

子ども青少年局

(6)

子どもへの
支援の充
実

②
子どもへの
学校等の支
援

62 なごやっ子ＳＯＳ

児童虐待に関することのみならず、
子育てに関する悩みや不安に関す
る相談を、電話により２４時間・３６５
日の体制で受け付ける電話相談事
業を行います。

継続

児童虐待に関することのみなら
ず、子育てに関する悩みや不安
に関する相談を、電話により24時
間・365日の体制で受け付ける電
話相談事業を実施する

相談件数　　4,241件

児童虐待に関することのみなら
ず、子育てに関する悩みや不安に
関する相談を、電話により24時間・
365日の体制で受け付ける電話相
談事業を実施する

子ども青少年局

(6)

子どもへの
支援の充
実

②
子どもへの
学校等の支
援

63
保育所等の利用
にかかる配慮

保育所等の利用調整において、児
童福祉の観点から、ＤＶ被害者の世
帯に対する優先的な配慮を行いま
す。

継続
保育所等の利用調整基準表にお
いて、ＤＶ被害者の世帯に対する
優先的な配慮を実施する

保育所等の利用調整基準表におい
て、ＤＶ被害者の世帯に対する優先
的な配慮を実施した

保育所等の利用調整基準表にお
いて、ＤＶ被害者の世帯に対する
優先的な配慮を実施

子ども青少年局



名古屋市配偶者からの暴力防止及び被害者支援基本計画（第３次）進捗状況

　【基本方向２　切れ目のない相談・支援の充実】

№ 主な事項 内　　容 方向性 平成30年度の事業内容 H30年度実績 平成31年度の事業内容 所管局目　　標 施策の方向性

(6)

子どもへの
支援の充
実

②
子どもへの
学校等の支
援

64

ハートフレンドな
ごやでの教育相
談事業

子どもの教育・養育上の問題に関
するあらゆる内容について、子ども
及びその保護者に寄り添い、問題
を解決するために教育相談を行い
ます。必要に応じて、児童相談所を
はじめとした他の相談機関と連携を
図ります。

継続

子どもの教育・養育上の問題に
関するあらゆる内容について、子
ども及びその保護者に寄り添い、
問題を解決するために教育相談
を行う。必要に応じて、児童相談
所をはじめとした他の相談機関と
連携を図る

●相談の実績
・電話相談3,859回
・メール相談104件228回
・来所相談730件3,106回
・訪問相談57件1786回

子どもの教育・養育上の問題に関
するあらゆる内容について、子ど
も及びその保護者に寄り添い、問
題を解決するために教育相談を行
う。必要に応じて、児童相談所を
はじめとした他の相談機関と連携
を図る

教育委員会

(6)

子どもへの
支援の充
実

②
子どもへの
学校等の支
援

65
なごや子ども応援
委員会

いじめ、不登校等につながる潜在
化した心の問題に対し、専門的見
地からの積極的なアプローチを行
い、児童生徒が抱える問題の未然
防止・早期発見や個別支援を行うた
め、なごや子ども応援委員会の体
制の充実を図ります。

拡充

市内11ブロックの中学校11校に
子ども応援委員会を設置し、ス
クールカウンセラー、スクール
ソーシャルワーカー等の職員を
配置。また、上記11校に加え、中
学校73校にスクールカウンセラー
を常勤的に配置し、児童・生徒の
心の問題に対応する

相談等対応件数
(述べ数)：26,320件

対象となる児童・生徒数
(実数)：4,603人

市内11ブロックの中学校11校に子
ども応援委員会を設置し、スクー
ルカウンセラー、スクールソーシャ
ルワーカー等の職員を配置。ま
た、上記11校に加え、他の中学校
すべてにスクールカウンセラーを
常勤的に配置し、児童・生徒の心
の問題に対応する

教育委員会

(6)

子どもへの
支援の充
実

②
子どもへの
学校等の支
援

66
スクールカウンセ
ラーの配置

児童生徒のさまざまな心の問題に
対応するため、スクールカウンセ
ラーを小学校・中学校・特別支援学
校・高等学校に配置します。

拡充

児童生徒のさまざまな心の問題
に対応するため、スクールカウン
セラーを小学校・中学校（子ども
応援委員会常勤スクールカウン
セラー配置校を除く）・特別支援
学校・高等学校に配置し、教育相
談体制を充実する

●各学校でスクールカウンセラーの
活用が図られた。
・相談件数
児童生徒3,881件
保護者3,706件
教員6,279件

児童生徒のさまざまな心の問題に
対応するため、非常勤スクールカ
ウンセラーを小学校・特別支援学
校・高等学校と中学校11校（子ど
も応援委員会設置校）に配置し、
教育相談体制を充実する

教育委員会

子ども青少年局

健康福祉局

(6)

子どもへの
支援の充
実

③

貧困の連鎖
を断ち切る
ための支援
との連携

68 就学援助
経済的に困窮している小中学生の
保護者に対して学用品などの費用
を援助します。

継続
就学援助の認定者に対し、学用
品費等の就学に必要な費用を支
給する

就学援助の認定者に対し、学用品
費等の就学に必要な費用を支給

就学援助の認定者に対し、学用品
費等の就学に必要な費用を支給
する

教育委員会

(7)

外国籍被
害者・高齢
の被害者・
障害のある
被害者へ
の支援の
充実

①
外国籍被害
者への支援

69

女性及び児童へ
の相談援助活動
における通訳等
派遣事業

日本語による意思疎通が十分にで
きない被害者等が相談に来た際
に、社会福祉事務所等へ通訳者を
派遣し円滑に相談できるように努め
ます。また、より多くの言語に対応
し、迅速な相談対応ができるよう事
業の充実を図ります。

拡充

●女性及び児童への相談援助
活動における通訳等派遣事業
・通訳を必要とする外国籍のDV
被害者及び児童相談所における
外国籍児童に対し、通訳派遣に
よる支援を実施する

女性及び児童への相談援助活動に
おける通訳等派遣事業を実施　21回

●女性及び児童への相談援助活
動における通訳等派遣事業
・通訳を必要とする外国籍のDV被
害者及び児童相談所における外
国籍児童に対し、通訳派遣による
支援を実施する

子ども青少年局

支援が必要な子
どもへの学習サ
ポート事業

生活保護世帯、生活困窮世帯、ひ
とり親家庭の中学生に対して、学習
会などを行う学習支援事業の充実
を図ります。

拡充

生活保護世帯、生活困窮世帯、
ひとり親家庭の中学生に対して、
学習会などを行う学習支援事業
の充実を図る
150か所（7か所の増）

(6)

子どもへの
支援の充
実

③

貧困の連鎖
を断ち切る
ための支援
との連携

67

生活保護世帯、生活困窮世帯、ひと
り親家庭の中学生に対し学習会を
市内150か所で実施

生活保護世帯、生活困窮世帯、ひ
とり親家庭の中学生に対して、学
習会などを行う学習支援事業を実
施する。
150か所



名古屋市配偶者からの暴力防止及び被害者支援基本計画（第３次）進捗状況

　【基本方向２　切れ目のない相談・支援の充実】

№ 主な事項 内　　容 方向性 平成30年度の事業内容 H30年度実績 平成31年度の事業内容 所管局目　　標 施策の方向性

(7)

外国籍被
害者・高齢
の被害者・
障害のある
被害者へ
の支援の
充実

①
外国籍被害
者への支援

70
愛知県女性相談
センターとの連携

愛知県女性相談センターにおける
一時保護は外国籍被害者も対象で
す。愛知県女性相談センターと連携
して、外国籍被害者の支援を行い
ます。

継続

愛知県女性相談センターにおけ
る外国籍被害者の一時保護の実
施について、必要に応じて、連絡
調整を実施する

外国籍被害者の一時保護につい
て、愛知県女性相談センターとの連
絡調整を実施

愛知県女性相談センターにおける
外国籍被害者の一時保護の実施
について、必要に応じて、連絡調
整を実施する

子ども青少年局

(7)

外国籍被
害者・高齢
の被害者・
障害のある
被害者へ
の支援の
充実

①
外国籍被害
者への支援

71
多言語による各
種相談等

名古屋国際センターでは、法律相
談や心のカウンセリング、トリオホン
等を活用した生活相談等の多言語
（英語、ポルトガル語、スペイン語、
中国語等）による各種相談事業を
推進します。

継続
外国人行政相談、外国人法律相
談、外国人こころの相談を実施す
る

・外国人行政相談1,170件
・外国人法律相談 194件
・外国人こころの相談 479件

外国人行政相談、外国人法律相
談、外国人こころの相談を実施す
る

観光文化交流局

(7)

外国籍被
害者・高齢
の被害者・
障害のある
被害者へ
の支援の
充実

①
外国籍被害
者への支援

72

日本語教育相談
センターでの相談
事業

外国人児童生徒の「初期日本語集
中教室」「日本語通級指導教室」へ
の就学相談及び翻訳・通訳派遣等
を通じた支援を行い、日本語指導が
必要な児童生徒の学校生活への適
応を図ります。

継続

外国人児童生徒の「初期日本語
集中教室」「日本語通級指導教
室」への就学相談及び翻訳・通
訳派遣等を通じた支援を行い、
日本語指導が必要な児童生徒の
学校生活への適応を図る

●児童生徒、保護者、学校からの相
談に対応　相談件数：260件

●ポルトガル語、スペイン語、中国
語、フィリピノ語、ハングルの翻訳依
頼や通訳派遣に対応
・翻訳派遣2,047件
・通訳派遣124件

外国人児童生徒の「初期日本語
集中教室」「日本語通級指導教
室」への就学相談及び翻訳・通訳
派遣等

教育委員会

子ども青少年局

健康福祉局

(7)

外国籍被
害者・高齢
の被害者・
障害のある
被害者へ
の支援の
充実

②
高齢の被害
者への支援

74
愛知県女性相談
センターとの連携

愛知県女性相談センターでは、建
物の構造上、生活や移動に介助等
が必要でない場合等に、高齢の被
害者の一時保護を行っています。
愛知県女性相談センターと連携し
て、高齢の被害者の支援を行いま
す。

継続

愛知県女性相談センターにおけ
る高齢の被害者の一時保護の実
施について、必要に応じて、連絡
調整を実施する

高齢の被害者の一時保護につい
て、愛知県女性相談センターとの連
絡調整を実施

愛知県女性相談センターにおける
高齢の被害者の一時保護の実施
について、必要に応じて、連絡調
整を実施する

子ども青少年局

(7)

外国籍被
害者・高齢
の被害者・
障害のある
被害者へ
の支援の
充実

②
高齢の被害
者への支援

75

高齢者虐待相談
センターにおける
相談支援

高齢者虐待相談センターでは、ＤＶ
被害も含めた高齢者虐待について
相談を受け、社会福祉事務所やい
きいき支援センターと連携を図りな
がら適切な対応を行います。

継続

●相談事業（電話相談、面接相
談、法律相談、介護者・養護者の
こころの相談）を実施する

●区高齢者虐待防止ネットワー
ク支援会議開催にかかる専門家
の出席調整

●相談事業を実施
・電話相談　361件
・面接相談　39件
・法律相談　13件
・心の相談　0件

●ネットワーク支援会議出席　8回

●相談事業（電話相談、面接相
談、法律相談、介護者・養護者の
こころの相談）を実施する

●区高齢者虐待防止ネットワーク
支援会議開催にかかる専門家の
出席調整

健康福祉局

高齢の被害者に対して、配偶者暴
力相談支援センターをはじめ、社会
福祉事務所、いきいき支援センター
等の関係機関が相互に連携して、
個々の状況に配慮した支援を行い
ます。

継続
社会福祉事務所やいきいき支援
センター等と連携し、個々の状況
に配慮した支援を実施する

(7)

外国籍被
害者・高齢
の被害者・
障害のある
被害者へ
の支援の
充実

②
高齢の被害
者への支援

73

社会福祉事務
所、いきいき支援
センター等による
連携した支援

社会福祉事務所やいきいき支援セ
ンター等と連携し、個々の状況に配
慮した支援を実施

社会福祉事務所やいきいき支援
センター等と連携し、個々の状況
に配慮した支援を実施する



名古屋市配偶者からの暴力防止及び被害者支援基本計画（第３次）進捗状況

　【基本方向２　切れ目のない相談・支援の充実】

№ 主な事項 内　　容 方向性 平成30年度の事業内容 H30年度実績 平成31年度の事業内容 所管局目　　標 施策の方向性

子ども青少年局

健康福祉局

(7)

外国籍被
害者・高齢
の被害者・
障害のある
被害者へ
の支援の
充実

③
障害のある
被害者への
支援

77
愛知県女性相談
センターとの連携

愛知県女性相談センターでは、集
団生活を送ることに支障のない場
合等に、障害のある被害者の一時
保護を行っています。愛知県女性
相談センターと連携して、障害のあ
る被害者の支援を行います。

継続

愛知県女性相談センターにおけ
る障害のある被害者の一時保護
の実施について、必要に応じて、
連絡調整を実施する

障害のある被害者の一時保護につ
いて、愛知県女性相談センターとの
連絡調整を実施

愛知県女性相談センターにおける
障害のある被害者の一時保護の
実施について、必要に応じて、連
絡調整を実施する

子ども青少年局

(7)

外国籍被
害者・高齢
の被害者・
障害のある
被害者へ
の支援の
充実

③
障害のある
被害者への
支援

78

障害者虐待相談
センターにおける
相談支援

障害者虐待相談センターでは、ＤＶ
被害も含めた障害者虐待について
相談を受け、社会福祉事務所や障
害者基幹相談支援センターと連携
を図りながら適切な対応を行いま
す。

継続

●相談事業（電話相談、面接相
談、法律相談、介護者・養護者の
こころの相談）を実施する
●保健福祉従事者等研修
●一般市民啓発
●障害者虐待防止に関する調査
研究

●相談受付件数224件
●保健福祉従事者等研修
●一般市民啓発
●障害者虐待防止に関する調査研
究

●相談事業（電話相談、面接相
談、法律相談、介護者・養護者の
こころの相談）を実施する
●保健福祉従事者等研修
●一般市民啓発
●障害者虐待防止に関する調査
研究

健康福祉局

(7)

外国籍被
害者・高齢
の被害者・
障害のある
被害者へ
の支援の
充実

③
障害のある
被害者への
支援

76

社会福祉事務
所、保健所等によ
る連携した支援

障害のある被害者に対して、配偶
者暴力相談支援センターをはじめ、
社会福祉事務所、保健所等の関係
機関が相互に連携して、個々の状
況に配慮した支援を行います。

継続
社会福祉事務所や保健センター
等と連携し、個々の状況に配慮し
た支援を実施する

社会福祉事務所や保健所センター
等と連携

社会福祉事務所や保健センター
等と連携し、個々の状況に配慮し
た支援を実施する



名古屋市配偶者からの暴力防止及び被害者支援基本計画（第３次）進捗状況

　【基本方向３　総合的な支援体制の強化】

№ 主な事項 内　　容 方向性 平成30年度の事業内容 H30年度実績 平成31年度の事業内容 所管局

●名古屋市男女平等参画推進
協議会を開催（6月4日）

●名古屋市男女平等参画推進協
議会を開催する
　・年２回開催予定

総務局

●名古屋市ドメスティック・バイ
オレンス被害者支援庁内連絡
会議を開催（2月7日）

●名古屋市ドメスティック・バイオ
レンス被害者支援庁内連絡会議
を開催する

子ども青少年局

総務局

子ども青少年局

(8)

総合的な推進
体制の強化と
関係機関等と
の連携推進

②

関係機関・
民間団体と
の連携・協
力の推進

81

愛知県女性
相談セン
ターとの連
携

被害者等の安心と安全の確保のた
め、一時保護を行う愛知県女性相談
センターと緊密に連携して支援しま
す。

継続

●愛知県女性相談センターとの
連携を実施する

●「愛知県ＤＶ被害者保護支援
ネットワーク会議」へ参画する

●被害者支援において愛知県
女性相談センターと連携

●「愛知県ＤＶ被害者保護支援
ネットワーク会議」へ出席　1回

●愛知県女性相談センターとの連
携を実施する

●「愛知県ＤＶ被害者保護支援
ネットワーク会議」へ参画する

子ども青少年局

(8)

総合的な推進
体制の強化と
関係機関等と
の連携推進

②

関係機関・
民間団体と
の連携・協
力の推進

82
警察との連
携

被害者等の安心と安全のため、愛知
県警察が主催する「ＤＶ防止法執行機
関連絡会議」に参画し意見交換を行う
など、愛知県警察と緊密に連携するこ
とで被害の防止を図るとともに、緊急
対応を行います。

継続

●愛知県警察との連携を実施
する

●「ストーカー・ＤＶ関係機関連
絡会議」へ参画する

●被害者支援において愛知県
警察と連携

●「ストーカー・ＤＶ等関係機関
連絡会議」に出席　1回

●愛知県警察との連携を実施す
る

●「ストーカー・ＤＶ等関係機関連
絡会議」へ参画する

子ども青少年局

(8)

総合的な推進
体制の強化と
関係機関等と
の連携推進

②

関係機関・
民間団体と
の連携・協
力の推進

83

ＤＶ被害者
支援団体と
の連携・協
力

被害者の支援に関し、経験の豊富な
民間団体との連携により、被害者等
の安全確保のための民間シェルター
運営団体への家賃補助や孤立防止
のための親子支援プログラム事業、
見守り・同行支援事業を実施します。
より一層の連携・協力を推進するた
め、民間団体の支援者も参加可能な
研修を充実するなど、民間団体の支
援を図ります。

拡充

●民間団体との連携を実施す
る

●民間シェルター運営団体へ
の家賃補助

●親子支援プログラム事業、見
守り・同行支援事業、サポート
グループ事業を実施する

●民間団体に研修を委託し、民
間団体の支援者も参加可能な
研修を充実する

●被害者支援において民間団
体との連携
●民間シェルター運営団体へ
の家賃補助　2か所
●親子支援プログラム事業 24
回延べ参加人数84人
●見守り・同行支援 3世帯 延
べ回数20日
●サポートグループ事業 20回
延べ参加人数59人
●民間団体に研修を委託

●民間団体との連携を実施する

●民間シェルター運営団体への
家賃補助

●親子支援プログラム事業、見守
り・同行支援事業、サポートグ
ループ事業を実施する

●民間団体に研修を委託し、民間
団体の支援者も参加可能な研修
を充実する

子ども青少年局

●名古屋市男女平等参画推進
協議会を開催する
　・年1回開催予定

●名古屋市ドメスティック・バイ
オレンス被害者支援庁内連絡
会議を開催する

目　　標 施策の方向性

(8)

総合的な推進
体制の強化と
関係機関等と
の連携推進

①
総合的な庁
内連携の推
進

79
庁内の連携
推進

「名古屋市男女平等参画推進協議
会」では、ＤＶ防止をはじめとした男女
平等参画の推進にかかる施策の総合
的な企画及び連絡調整に関する事項
について調査審議し、全庁的な対策
を進めます。
また、「名古屋市ドメスティック・バイオ
レンス被害者支援庁内連絡会議」に
おいて、関係局における取組み等に
関する情報共有を図り、配偶者暴力
防止等基本計画に基づく施策が効果
的に推進されるよう、関係局の連携等
を進めます。

継続

(8)

総合的な推進
体制の強化と
関係機関等と
の連携推進

②

関係機関・
民間団体と
の連携・協
力の推進

80

名古屋市ドメスティック・バイオ
レンス対策関係機関連絡会議
を開催（9月12日）

ＤＶ防止対
策関係機関
等との連携

「名古屋市ドメスティック・バイオレンス
対策関係機関連絡会議」等を活用し
て、関係機関・民間団体の取組みが、
配偶者暴力防止等基本計画に即して
効果的に推進されるよう働きかけを行
います。

継続
名古屋市ドメスティック・バイオ
レンス対策関係機関連絡会議
を開催する

名古屋市ドメスティック・バイオレ
ンス対策関係機関連絡会議を開
催する



名古屋市配偶者からの暴力防止及び被害者支援基本計画（第３次）進捗状況

　【基本方向３　総合的な支援体制の強化】

№ 主な事項 内　　容 方向性 平成30年度の事業内容 H30年度実績 平成31年度の事業内容 所管局目　　標 施策の方向性

(8)

総合的な推進
体制の強化と
関係機関等と
の連携推進

②

関係機関・
民間団体と
の連携・協
力の推進

84

他の自治体
との広域的
連携

広域的な連携等に関して、愛知県女
性相談センターや関係する自治体と
の連携を十分に図って支援します。

継続 ●広域的連携を実施する - ●広域的連携を実施する 子ども青少年局

●支援者スキルアップ研修等を
実施（2月13日）　75名

総務局

●課長級及び係長級研修3回

●相談担当者対象研修25回

●関係機関民間団体等を対象
に含む研修を実施
・メンタルヘルス研修 1回35人
・職務関係者研修 2回延べ169
人

子ども青少年局

(9)
支援者の育
成

②
支援者のメ
ンタルヘル
ス

86
支援者のこ
ころのケア

相談支援業務に従事する職員が、
バーンアウト（燃え尽き）状態やＤＶの
二次受傷に陥ることがないよう、臨床
心理士等のアドバイス等の支援を行
います。

拡充
精神科医等による相談員向け
セルフケア研修を実施する

メンタルヘルス研修を実施 1回
35人

精神科医等による相談員向けセ
ルフケア研修を実施する

子ども青少年局

(9)
支援者の育
成

②
支援者のメ
ンタルヘル
ス

87
支援者の安
全対策

相談支援業務に従事する職員が加害
者から不当な危害を加えられないよう
に、職員等の個人情報を守るなど、安
全対策に努めます。

継続 職員等の安全対策を実施する

●管理職向け研修（加害者対
応等）を実施　1回30人

●係長級向け研修（加害者・男
性被害者対応等）を実施　2回
延べ35人

職員等の安全対策を実施する 子ども青少年局

●女性に対する暴力防止研修
を実施（10月30日）　60人

総務局

●職務関係者研修を2回実施
延べ169人

子ども青少年局

総務局

子ども青少年局

相談支援業務に従事する職員や公的
機関・民間団体の支援者の知識や支
援スキルの向上のための研修を実施
します。

(9)
支援者の育
成

①

支援者研修
の体系化に
よるスキル
アップ

85

(9)
支援者の育
成

③

二次的被害
防止のため
の関係職員
への研修

88

(10)

苦情への適
切かつ迅速な
対応

①
適切な苦情
処理の実施

89
苦情処理の
取組み

男女平等参画苦情処理制度等を活用
して、適切かつ迅速な対応を行いま
す。

継続
申し出があれば苦情対応を実
施する

継続
支援者スキルアップ研修等を実
施する

職務関係者
研修

支援者等に対し、二次的被害防止の
ための研修を行います。

継続

●女性に対する暴力防止研修
を実施する

●職務関係者研修を実施する

支援者への
研修

支援者スキルアップ研修等を実施
する

●女性に対する暴力防止研修を
実施する

●職務関係者研修を実施する

-
申し出があれば苦情対応を実施
する


